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1. はじめに 
 本研究が事例とするのは中央アジア３カ国（ウズベキスタン、カザフスタン、タジキスタン）
に居住するタタールで、彼らは主に現在のロシア中部からの数世紀にわたる断続的な移動を経
て当地に暮らす人々である。ソ連期には多くのタタールがその当時の社会的状況によりロシア
語を習得した一方で、伝統的に話されてきたタタール語はロシア語にその立場を追われていっ
たと考えられてきた。中央アジア諸国のタタールは、時代の流れとともに特にロシア語化が進ん
だ民族とされるが、近年ではタタール語にあらためて注目を寄せる人々も少なからず存在する。
では、何が彼らをタタール語の「再」学習に駆り立てるのだろうか。その背景には何があるのだ
ろうか。これらの疑問を出発点とする本研究は、中央アジア３カ国に居住するタタールの言語選
択の実態、とりわけタタール語の学習、保持、継承の状況とその背景要因を社会言語学的、言語
政策論的アプローチから考察するものである。 
 

2. 本論⽂の構成 
 本論文は序章と終章を含む全 7章で構成される。序章では、本研究の背景を説明し、先行研究
を検討する。先行研究の課題点を踏まえたうえで、本研究の具体的な研究課題とその研究方法や
研究対象の設定を提示する。 
 第 1章では、第 2章以降の議論の前提として、言語政策、国語と国家語、母語、タタール・デ
ィアスポラといった概念の整理と検討を行う。 
 第 2章では、研究課題①を検討するにあたって、まず、タタール・ディアスポラおよびタター
ルスタン共和国の成立過程を概観する（各研究課題については次項を参照されたい）。そのうえ
で、タタールスタン共和国のディアスポラ支援策の理念および実施の状況を、政策文書および政
策の決定や実施に関わる人物への聞き取り調査から検討する。 
 第 3 章ではウズベキスタン、第 4 章ではカザフスタン、第 5 章ではタジキスタンを事例に、
タタールスタン共和国のディアスポラ支援策の実施状況を検討し（研究課題①）、さらに、国内
の言語政策の変遷と諸言語の位置づけを概観する（研究課題②）。これらを踏まえたうえで、質
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問票を用いた聞き取り調査およびタタール語試験の量的・質的分析に基づき、言語選択の実態と
タタール語の選択／不選択の要因と動機を考察する（研究課題③）。 
 終章では、各章での議論をまとめたうえで、序章で設定した 3つの研究課題を総括する。 
 

3. 先⾏研究の課題点と研究課題の設定 
 本研究は中央アジア３カ国に居住するタタールの言語選択に焦点を当てるものであるが、そ
の前提にはこの地域を対象とした先行研究の課題点がある。中央アジア地域の言語状況や言語
政策を論じた従来の研究の特徴として、まず、①中央アジア地域全体を対象とした概括的な議論
が中心的で、個々の共和国における言語状況に着目した個別事例が少なかったことが挙げられ
る。つまり、今日までに中央アジアという地域全体の諸相を捉えようとするマクロな研究の蓄積
は多数生まれてきたが、一方でマイノリティをめぐる諸問題など、よりミクロな視点に立った個
別事例の蓄積については不十分であることが指摘できる。また、これらの議論においては、②ロ
シア語と国家語のパワーバランスを論じた二項対立的な視点に主軸が置かれてきたことから、
ゆえにマイノリティ言語をめぐる状況には焦点が当たりにくかったと言えよう。この背景には、
かつてソ連だった時代に研究遂行上の大きな制限があったことや、個別事例を扱う際にはロシ
ア語のみならずマイノリティ言語の知識も必要であったことが障壁になったと考えられる。そ
して、ソ連期の言語政策や言語状況を扱った議論の多くは、国勢調査などの統計資料や新聞記事
などを用いており、これらの資料の多くはロシア語で書かれている。③民族的マイノリティの多
くはソ連期にロシア語を習得したと考えられたことから、多くの議論において彼らは「ロシア語
話者」と総称されるばかりで、民族のことばを選択すること自体が想定されていなかった。ゆえ
に、マイノリティ言語による資料や、聞き取り調査などから得た質的なデータなどを加えて再検
討してみる価値は高いと考えられる。 
 本研究は、前述のように、これまで「ロシア語話者」として語られてきたタタールの言語選択
に関心を寄せるものであるが、具体的には何が彼らをタタール語の「再」学習に向かわせている
かに注目している。中央アジアという地域は複数の言語が接触する社会であると考えられるが、
このような状況下においては、個々人の属する共同体や、その時々の社会状況によって、言語の
位置づけや意味づけは変化していると考えられる。つまり、タタール語に関心が向くまでに、あ
るいはタタール語から関心が損なわれるまでには、何らかの要因と、そこから生じた動機があっ
たと考えられる。やや短絡的ではあるかもしれないが、個人の言語習慣を大きく変える要因とな
りうるのは、社会における言語習慣の変化、つまり、言語政策の変化がその最たるものであろう。
本論文が対象とする３カ国においては、ソ連解体の直前から現在に至るまで何度かの言語政策
の大幅な方針転換が行われてきた。また、これらの国々のタタール（・コミュニティ）に対して
は、その実施状況は国によって隔たりはあるものの、タタールスタン共和国がタタール語・タタ
ール文化の保護と普及を目的とした諸支援を展開している。タタールスタン共和国はロシア連
邦の連邦構成主体のひとつでありながら、各地のタタールにとって名実ともに歴史、文化、政治
の中心地として認識されており、各地のタタール（・コミュニティ）に対して独自のディアスポ
ラ支援策を展開していると捉えることができる。このような取り組みも、各地のタタールの言語
選択に何らかの影響を及ぼしうるものと仮定でき、居住地の言語政策とあわせて検討してみる
価値があるだろう。 
 以上に挙げた理由から、(1)（国内外の）言語政策が言語選択に与えうる影響を検討し、さら
に、(2)個別事例の観点から、(3)民族的マイノリティの言語選択、とりわけ民族語の選択／不選
択の背景要因と動機を明らかにする余地があると言える。これらを踏まえたうえで、本論文では
以下に示す 3 つの研究課題を設定し、言語政策が民族的マイノリティの言語選択に対してどの
ような影響を及ぼしうるのか、中央アジア３カ国のタタールの事例から考察する。 
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研究課題① タタールスタン共和国が実施するディアスポラ支援策はどのように展開され、各
地のタタールの言語選択にどのような影響を及ぼしうるのか。（国外の言語政策が言語選択に
与える影響） 

研究課題② 各国にて言語政策はどのように展開され、タタールを含むマイノリティにどのよ
うな影響を及ぼしうるのか。各国の言語政策においてマイノリティ言語を含めた諸言語はど
のような位置づけにあるのか。（国内の言語政策が言語選択に与えうる影響） 

研究課題③ 各地のタタールの日常生活において、どのような言語がどのような場面で選択さ
れるのか。タタール語はどのような動機から選択され、選択されないのか。（民族的マイノリ
ティの言語選択、民族語の選択／不選択の要因と動機） 

 
4. 研究⽅法 
4.1. ⾔語法の整理 
 研究課題①および研究課題②は、いずれも言語政策がタタールの言語選択に与えうる影響を
検討するものである。まずは研究対象国の言語政策の変遷と、言語法における諸言語の位置づけ
を明確にすることにより、各国の言語にかかわる諸政策のなかで、タタール語を含めた諸言語が
どのような立場に置かれてきたかを整理していく。具体的には、言語法を中心に、必要に応じて
行政文書等の一次資料を用いる。研究課題①については、タタールスタン共和国が取り組むディ
アスポラ支援策の決定や実施に関わる人物への聞き取り調査も併せて実施することで、その理
念と現状をより詳細に整理する。 
 
4.2. 質問票を⽤いた聞き取り調査 
 研究課題③は、各地のタタールがどのような状況下でどの言語を選択するのか、どのような動
機からタタール語の選択／不選択に至るのかを検討するものである。多言語空間において複数
の言語がどのように使い分けられているかを検討するにあたっては、さまざまな社会的属性の
個々人に対する調査の実施が有効と考えられる。本研究では、いくつかの場面における言語選択
（ドメイン）を問う目的で、さまざまな社会的属性の個々人に対する質問票調査を実施する。ま
た、研究課題②に関連して、言語政策に対する評価や、特定の言語（居住国の国家語やロシア語
など）に対する認識に関しても質問項目としたい。 
 なお、本研究では場面単位の言語選択といった量的分析が可能な側面のみならず、タタール語
の選択／不選択の要因と動機という質的な側面からの検討も課題としている。言語選択の要因
や動機を明らかにする目的で、質問票に対する回答に基づいた詳細な聞き取り調査も併せて実
施する。聞き取り調査で用いる質問票は、日常生活や社会生活における言語選択と言語使用に関
連する全 25問から成り立っており、具体的には 5つの項目に分けることができる。 
 
① 基本情報（全 7問） 
氏名、性別、生年、職業、自身と両親の民族籍、出生地、居住地 

② 言語的背景（全 8問） 
教育言語（MoI）、家庭内言語、最も得意とする言語（L1）、「母語」と捉える言語 

③ 言語選択・言語使用（全 6問） 
具体的にどのような場面でどの言語を選択するか 

④ 言語に対する認識（全 3問） 
いくつかの言語に対する認識や意見など 

⑤ 取り組みへの評価（全 1問） 
自由記述（言語政策や社会状況、タタール語の選択／不選択に関する意見など） 
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 なお、質問票を用いた聞き取り調査はウズベキスタン 88 名（2013 年 4 月～2014 年 2 月調
査実施）、カザフスタン 77 名（2016 年 2 月～10 月調査実施）、タジキスタン 76 名（2018 年
12月～2019 年 8月調査実施）を対象とし、実施した。 
 
4.3. タタール語の⽂法・語彙知識を問う簡易試験の実施 
 また、研究課題③で問うタタール語の選択／不選択の動機には、その時点でのタタール語の知
識や運用能力も大きく影響すると考えられることから、調査対象者全員のタタール語能力を数
値化する目的でタタール語の文法・語彙の知識を問う簡易的な試験も実施する。これについては
第 1回タタール語・タタール文学オリンピックの予選試験（在外タタールカテゴリー）より抜粋
した全20問から成り立っており、具体的には以下のタタール語の知識や能力を問うものである。 
 
① 語彙：類義語、反対語、適切な語彙の選択（全 9問） 
② 文章の並び替え（全 5問） 
③ 短い文章を読んで正しい答えを選択する（全 1問） 
④ 文法エラーを正しい形に直す（全 3問） 
⑤ 民族料理や伝統行事の名称を知っていれば回答可能な文章題（全 2問） 
 
 なお、第 1回大会予選試験（在外タタールカテゴリー）の受験者 87名の平均正答率は 58.2%、
予選通過者 13 名の平均正答率は 86.5%、タタールスタン共和国のタタール語学校で学ぶ 8 年
生 350 名の平均正答率は 95.5%であった。つまり、何らかのタタール語教育を受けた経験をも
つ者にとっては、比較的易しい内容の試験だったと言えよう。 
 
5. 調査対象者の選定 
 質問票を用いた聞き取り調査によって明らかにしたいのは、各地のタタールの言語選択、とり
わけタタール語の選択／不選択の要因と動機である。調査対象者の選定にあたっては、民族籍
（ナツィオナーリノスチ）がタタールであることが必要条件であり、年齢や性別、信仰、社会的
所属などは条件としない。 
 各地の民族団体等に把握され、名簿等が入手可能な個々人は、いずれも団体の活動に多かれ少
なかれ関わっていることから、前提としてタタール語を知っている、またはタタール文化に愛着
を持っている個人に限定されてしまう可能性が考えられる。ゆえに、無作為抽出に必要な名簿を
確保できない社会集団が調査対象であるときに、調査対象者確保の有用な方法とされる、雪だる
ま方式（snowball sampling）を用いての選定を実施する。 
 なお、タタールの大多数はイスラームを信仰していることから、その倫理観から同性の知人・
友人を紹介される可能性が考えられ、その場合は男女比に大きな偏りが生じることが考えられ
る。調査対象者の男女比、年齢、所属の偏りを軽減する目的で、調査対象者が指定した異性の同
居家族に次の調査対象者を紹介してもらうこととする。 
 
6. 分析⽅法 
 複数の言語が使い分けられる社会においては、その社会的状況や特徴によって言語に対する
態度や、価値づけ、意味づけは一定したものではなく、可変的なものと仮定できることに言及し
た。これを踏まえると、社会における言語習慣の変化をもたらそうとする言語政策の転換は、そ
の受け手である国民や特定の言語の話者の、特定言語に対する態度や意味づけにも変化をもた
らすものと考えられる。つまり、言語政策の転換が個々人（の言語選択や言語に対する意識の変
化）に作用を及ぼした結果として、特定の言語を選択する、選択しないという行動に結びつくと
仮定することもできる。 
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 ここでは言語政策の転換を言語選択に変化をもたらす要因のひとつとして仮定するわけだが、
ある要因（始まり）があり、意識的にしろ、無意識的にしろ、自身の言語選択を変化させうる動
機が生じ、現在の言語状況に落ち着く（終わり）という一連の流れは、プロセス的とも言えるだ
ろう。このようなプロセス的な特性をもった対象を検討するにあたっては、状況的分析に長けた
量的分析のみならず、その状況にいたる背景的分析に長けた質的分析も複合的に用いるのが適
切であると考える。研究対象がこのようなプロセス的な特性を持つ場合に有効な分析手法とし
ては、修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ（Modified Grounded Theory Approach：M-
GTA）が挙げられる。M-GTA は、調査によって得られた質的データから、人と社会との、ある
いは人と人との相互作用や、そのプロセスと変化を説明するほか、予測する理論の生成を目的と
した分析方法である。質的研究にはさまざまな種類や方法論があるが、M-GTAは質的調査によ
って得られた個別の事例から共通する要素を抽出し、ある事象や現象の構造や骨組みを説明で
きるモデル（理論）を生成することを最終的な目標としている。木下（2003;2007）に基づく基
本的な方法論は以下に示すとおりである。 
 
① 主に聞き取り調査を通じて、調査対象者から「言語選択」や「言語政策」にまつわる語りを
収集し、これらのデータに解釈を加えながら帰納的推論を重ねていく。 

② ①に頻出し、重要と思われる複数の〈概念〉を抽出し、これらをより大きな【カテゴリー】
へと統合していく。 

③ 次の調査対象者の語りに対しても、新たな解釈を加えながら①と②を繰り返す。 
④ ①～③で抽出した概念からモデル（理論）を構築していく。 
 
 M-GTAは質的データに密着した分析を行うことができ、実証的な仮説を生成することに優れ
ているという特徴がある。また、方法論が体系化されているという点でも特徴的で、とくに社会
的相互作用を含んだ分析において有効であるとされている。本研究は中央アジア３カ国のタタ
ールの言語選択、とりわけタタール語の選択／不選択に関心を寄せるものである。タタール語の
選択／不選択に至るまでには何らかの動機があり、動機を引き起こす要因として、社会的な変化
が作用していると仮定できることから、M-GTAを用いた分析が有効だと判断された。 
 
7. 結論 
7.1. 研究課題① 国外（タタールスタン共和国）の⾔語政策が⾔語選択に与えうる影響 
 タタールスタン共和国の言語政策については主に第 2 章で、その受け手である各地のタター
ル文化センターにおける活動実態や参加者の状況については第 3 章から第 5 章の第 2 節で検討
した。 
 帝政期には多くのタタールが各地で商人として活躍したことから、その居住地域は当初から
広範囲にわたったが、20 世紀初頭に勃発したロシア革命によりタタールの移動はさらに勢いを
増し、居住範囲がよりいっそう拡大することに繋がった。今日におけるタタール人口の大部分は
ロシア国内に居住するが、このような歴史的背景から広範囲に分散しており、タタールスタン共
和国以外の地におけるタタールはいずれも人口的にマイノリティである。タタールスタン共和
国は、その歴史的な背景と域内のタタール人口の規模から、自らをタタールにとっての「歴史的
故郷」であると自負し、ロシア国内外に住まう民族同胞（タタール・ディアスポラ）に対する物
質的および金銭的な支援を実施するようになった。その背景にあるのは、グローバル化による人
やモノ、思想や価値観の自由な流入とともに、民族アイデンティティや民族文化は均質化が進む
のではないか、という危機感である。このことから、タタールスタン共和国が実施する国家プロ
グラムの枠組みのなかではロシア国内外のタタールを対象とし、タタール語やタタール文化の
保護と継承の促進を目指したプロジェクトも展開されることとなった。これらの活動を展開す
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るにあたって、重要な拠点となったのは世界各地に設置されたタタールスタン共和国代表部や、
ソ連末期にタタールスタン共和国による支援策とは別の文脈で設置されたタタール文化センタ
ー等の民族団体施設であった。各地のタタール文化センターの多くは、ソ連期に民族文化および
民族語が抑圧されたという認識から、これらの復興を主たる目的としてソ連期の末期に設立さ
れたという背景を持つ。近年のグローバル化の文脈のなかにおいては、民族文化および民族語の
継承を促す拠点となるとともに、それぞれの国や地域の社会情勢に合わせて、他者との平和的共
存も強調されている。 
 独立後のウズベキスタンではウズベク語やウズベク文化を中心とした様々な改革が行われて
きた。タタールとウズベクには文化的にも多くの共通点があるという認識から、ウズベクを中心
とする社会への変貌とともに、自身や子および孫世代のウズベクへの同化に対する不安を抱く
タタールも少なくない。タシュケントのタタール文化センターが運営するタタール語講座や民
族アンサンブルに参加するのは、同化に対する危機感から、タタールに独特のもの、よりタター
ル的なものを求める人々であった。民族アンサンブルの参加者は、タタール語で歌うことやタタ
ールの伝統衣装を着用することを通じて自身のタタールらしさを再認識すると語っており、タ
タール文化センターはタタール語で話すことや、タタール文化に親しむことによってタタール
らしさを体感する場として機能していることが示された。 
 また、カザフスタンでは、カザフ語とロシア語のみならず、英語を加えた 3 言語の使用を促
進する「3言語一体」政策が近年展開されている。とりわけ若い世代のタタールには 3言語の習
得を当然と捉える傾向がみられ、競争社会のなかで優位に立とうと、さらに多くの言語に関心が
向きやすい状況にある。ヌル＝スルタンのタタール文化センターは、より多くの言語を学びたい
と願うタタールにタタール語という選択肢を与える場であるとともに、「カザフスタン人」とし
ての意識をより強く持ってきたタタールにとっては「カザフスタンのタタール」として、民族的
な認識や所属感を強める場として機能していると言えよう。 
 タジキスタンにおいても、近年ではタジク語を中心とした言語政策が推進されようとしてい
るが、ロシア語は現在も社会のさまざまな側面で利用されている。ロシアに依存せざるを得ない
経済状況から、諸政策の普及は限られたものとなっている可能性が指摘できる。ドゥシャンベの
タタール文化センターに通うのは、経済的な理由からタタールスタン共和国に進学や就労の機
会を求める個人で、タタール語を学ぶことで機会を拡大しようと考えていた。彼らの多くは、タ
タール語やタタール文化の知識を持たなかったために、自身の名と書類上の民族籍という表面
的な要素だけがタタール的だと自己評価する。ドゥシャンベのタタール文化センターにおける
いくつかの事例は、タタール語や伝統音楽、伝統舞踊の経験が内面的なタタールらしさを育むき
っかけとなっている可能性を示した。他方で、センターにおけるタタール語講座における選択肢
の少なさからタタール語の学習を諦めてしまう事例も確認された。 
 タタールスタン共和国による支援を受けた各地のタタール文化センターの運営状況にはばら
つきがみられるが、各国の事例は、その存在そのものを以ってタタール語やタタール文化を学ぶ
という選択肢を創出していることを示している。さまざまな背景から「タタールらしさ」を求め
る人々は、タタール文化センターを訪れ、タタール語やタタール文化を学ぶが、その運営状況に
よっては学びを諦める事例も見られることから、タタール語の学習機会は各人の居住地に所在
するタタール文化センターの運営状況に左右されてしまう。このことからも、タタールスタン共
和国による支援によってタタール文化センターの学習環境が整備されることは、各地のタター
ルがタタール語を選択するうえでも重要な要素のひとつであると言えるだろう。少なくとも、各
地のタタール文化センターは、民族籍はタタールだが、タタール語やタタール文化の知識・経験
を持たなかったために、民族的な自己同定に葛藤する人々の受け皿となっていると結論づける
ことができる。 
 また、各地の民族文化センターへの支援のほかに、カユーム・ナスィーリー・インスティトゥ
ティ、オンライン・タタール語学習システム、国際タタール語オリンピック、カザン連邦大学に
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おけるディアスポラ学生プログラムなどがタタールスタン共和国国家プログラムの枠組みで展
開されている。これらの取り組みはいずれも若い世代の参加や利用を念頭に置いており、タター
ル語やタタール文化（という選択肢）の存在を大々的にアピールするものでもある。その波及力
はタタールのみならず、非タタールにまで及んでいた。タタールの多くが居住地で民族的および
言語的にマイノリティであるという文脈を考慮すれば、タタール語オリンピックやディアスポ
ラ学生プログラムでタタールの歴史、文化、経済の中心地とされるカザンを訪れ、タタール語や
伝統文化の継承に熱心な世界各地のタタールと交流することは、ある種の感動的な出来事とな
る。このような身体的・感覚的な経験は参加者にタタールとしての民族性を強く意識させるだけ
にとどまらず、居住地域を超えた民族同胞意識や、タタールスタン共和国がタタールの中心地で
あるというゆるやかな認識をより強いものとさせるにも十分であると考えられる。参加者の多
くはタタール語やタタール文化に高い関心を持つ若者であることから、いずれは地域の民族団
体などで指導的な立場に立つことも多い。大会やプログラムへの参加経験から得た認識はやが
て各地のタタール社会や家庭に還元され、再生産されていくであろう。ただし、タタール社会へ
の還元にあたっては、やはり、その窓口となる各地の民族文化センターが整備されていることが
重要であることを指摘しておく。 
 
7.2. 研究課題② 国内（居住国）の⾔語政策が⾔語選択に与えうる影響 
 本研究が対象とする 3カ国の言語政策については、第 3章から第 5章の第 3節で検討した。
以下では、調査結果（各章の第 5節）もふまえたうえで、対象国ごとに総括する。 
 ウズベキスタンでは、1992 年に制定された共和国憲法と、1995 年に制定された言語法によ
ってウズベク語が唯一の国家語であることが規定されている。それ以前の言語法ではロシア語
が民族間交流語であるとされたが、独立以降はロシア語の法的地位をめぐって頻繁に法改正が
なされてきた経緯がある。最終的にはロシア語の法的地位を明記する文言そのものが削除され、
ウズベク語が唯一の国家語であるとともに、他の民族および部族の言語の使用が保障されると
明記されるにとどまった。ロシア語をめぐる法改正の動きは、ウズベク・ナショナリズムの文脈
で論じられることが多い。実際に、近年では義務教育におけるウズベク語教育時間数やウズベク
語学校数の増加、公務員に対するウズベク語習得の義務付けなども行われていることから、ウズ
ベク語の使用範囲の拡大が目指されていると解釈できる。とりわけ、学校教育の場ではウズベク
語およびウズベク文化を中心とした教育課程を通じて「ウズベキスタン国民」の意識形成が急が
れているといった指摘もみられ、ウズベク語は国家建設においても重要な要素のひとつとなっ
ていると考えられる。 
 本研究が調査対象としたタシュケントのタタールの多くはロシア語話者であり、特に 30代以
上は時代的背景から一様にロシア語で教育を受け、ロシア語を第一言語とする。しかし、独立後
に義務教育を受けた 10 代および 20 代のタタールのあいだでは、世代が若くなるにつれウズベ
ク語での教育を選択し、同時にウズベク語を第一言語とする者が増える傾向がみられた。世代に
よる教育言語および第一言語の変化は、独立後にウズベク語が唯一の国家語と規定され、その使
用範囲が年々拡大されてきたことが背景にあると解釈できるだろう。つまり、社会における諸言
語の位置付けの変化は、教育言語の選択にも少なからぬ変化を及ぼしている。今日では若い世代
ほどウズベク語を得意とし、実際には家庭内においてもある程度のウズベク語の使用が認めら
れるが、一方で家庭内ではウズベク語を使用しないとする回答が世代を問わず確認された。その
背景には、ウズベク語を「ウズベクの民族語」や「他者の言語」と捉えた調査協力者の発言から
も読み取れるように、ウズベク語に対するある種の反発や抵抗があり、これは近年のウズベク語
の使用範囲の拡大と同時に進むロシア語の使用範囲の縮小に起因するものと考えられる。これ
までロシア語を話すこと、あるいはウズベク語を話さないことによって、文化的に多くの共通点
を持つウズベクとの民族的な境界を見出だしていたタタールのあいだでは、ウズベクの民族語
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（ウズベク語）を話すことは民族的な境界を無くすこと、あるいは、ウズベクに同化することだ
という認識が広がっていったと解釈できる。 
 ウズベクとタタールの民族的な境界を生み出す要素には、言語のほかにも、名や料理、衣装、
文様、音楽、伝統行事などが考えられるが、「ウズベク語とタタール語は近い」とする複数の発
言は、ウズベク語と共通する文法や語彙の知識を通じてタタール語に関心が向きやすくなって
いる可能性を示すものとなろう。つまり、タタール語は、ウズベクへの同化に対抗し、自身がタ
タールであることを表示したり、認識を深めるための一手段として注目されつつあるわけだが、
その背景要因のひとつとして、言語政策がウズベク語を中心とした方向に舵を切ったことが指
摘できる。 
 カザフスタンでは、1995年に改正された共和国憲法と1997年に制定された言語法によって、
カザフ語が国家語、ロシア語が公用語であることが規定されている。そして、2007 年に発表さ
れた国家発展戦略「カザフスタン 2030」のなかで、「国家語としてのカザフ語、民族間交流語と
してのロシア語、グローバル経済への統合のための英語」という 3 つの言語を重視する方針を
示したことで、カザフ語とロシア語を重視する従来の路線からは大きく踏み出すこととなった。
この「3言語一体」政策は、カザフ語やカザフ文化を柱としつつ、さらにロシア語と英語をも解
する「カザフスタン国民」というナショナル・アイデンティティの形成が進められるきっかけと
なったと考えられている。とはいえ、諸言語の振興を目指した国家プログラムでは、ロシア語や
英語に関するものよりもカザフ語に関する目標が多く、そして細かく定められており、たとえば
メディアにおけるカザフ語の使用率目標や、国家語（カザフ語）を使用する話者数目標が年々高
められてきた（詳細は 4.3.3.～4.3.7.を参照）。このような姿勢からは、社会におけるカザフ語の
地位と機能の拡大が目指されていることが読み取れ、カザフ語が「カザフスタン国民」のナショ
ナル・アイデンティティ形成のなかでも非常に重要な言語として位置づけられていると解釈で
きる。ただし、現時点ではロシア語は憲法および言語法において公用語に位置付けられており、
今後も国内の民族政策的にその地位に大幅な変化があることは考えにくい。 
 本研究が調査対象としたヌル＝スルタン（調査当時はアスタナ）のタタールは、タシュケント
の事例と同様に、40代以上は一様にロシア語を教育言語とする一方で、30代以下は世代が若く
なるにしたがって国家語であるカザフ語を教育言語とする傾向がみられた。とりわけ10代と20
代の調査協力者は半数以上がカザフ語を教育言語としており、カザフ語、ロシア語、英語の 3言
語をバランスよく習得した人物を「理想的なカザフスタン人」と捉えている。すでに 3言語を習
得することが前提となりつつある、カザフをマジョリティとする競争社会のなかで、マイノリテ
ィであるタタールのなかにはさらに多くの言語を習得することで自身の優秀性を示したいとす
る事例も多くみられた。タタール語の学習はカザフ語との言語的類似性が足がかりにもなって
いるが、その背景には多言語話者として「”さらに”理想的なカザフスタン人」を追い求める風潮
もある。こうした思想の浸透と教育言語のカザフ語化は、2007 年に「カザフスタン 2030」が
発表されて以降の言語・教育政策の転換に影響を受けたものと解釈できるだろう。タシュケント
の事例と大きく異なるのは第一言語である。ヌル＝スルタンの事例では、ロシア語で教育を受け
た者はいずれもロシア語を第一言語とするが、カザフ語で教育を受けた 30代以下の者のなかに
はタタール語を第一言語とする回答も多くみられた。カザフ語で教育を受けながらタタール語
を第一言語だと回答した協力者からは、言語的な類似性から学習および理解が容易だとする語
りも多数聞かれたが、そのうち全員が市内の日曜学校やタタール語講座への参加経験を持って
いたことも特筆に値する。つまり、カザフ語との言語的な類似性からタタール語へのアクセスが
容易になったことだけでなく、ヌル＝スルタン市内におけるタタール語の学習機会の多さがこ
の結果につながっていると考えることもできるだろう。また、カザフ語に対する反発や抵抗はほ
ぼ見られず、とくに 30代以下の若い世代ほど「カザフスタン人の言語」と捉える傾向がみられ
た。近年の言語政策はカザフ語を中心としたものではあるが、ロシア語は依然として公用語に位
置付けられており、法的にその使用を妨げられることはない。ロシア語の使用を妨げない政策的
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な決定は、タタールの大多数を含むロシア語話者の警戒感や不満感を抑えながら、近年展開され
る「3言語一体」政策に巻き込むことに繋がっていると結論づけられる。 
 タジキスタンでは、1994 年に制定された共和国憲法でタジク語を国家語、ロシア語を民族間
交流語と規定している。ただし、2009 年に制定された言語法ではタジク語を国家語と規定する
だけで、ロシア語の法的な位置づけは明記されなかった。1997 年の時点でタジク語が「国家語
としてふさわしい使用状況にない」ことが批判されていたが、1992 年から 1997 年まで続いた
内戦とそれに伴う社会的・経済的な疲弊により、法整備が進められたのは独立後しばらくの時を
経てからであった。タジク語を国家語としてふさわしい使用状況にすることを目指し、現行の言
語法はすべての国家文書と公文書でタジク語のみが使用されることを原則とするなど、ロシア
語の使用を事実上廃止するものとなっている。近年のタジク語とロシア語の位置づけをめぐる
一連のできごとからは、タジキスタンがタジク語の社会的機能と国家語としての権威をより強
める方向に舵を切ったことは指摘できるが、その目指す先はあくまでタジク主体の国づくりで
あって、単純にロシア離れと言い切ることはできない。加えて、このようにタジク化を目指した
言語法が 2009 年に制定されながら、そのおよそ 10 年後に実施した聞き取り調査（2018 年か
ら 2019 年にかけて実施）では、多くの調査協力者が「日常生活はロシア語だけでも支障がない」
と回答した。その背景にはロシアに依存せざるを得ない経済状況があると考えられ、ゆえに制定
した諸政策の普及も非常に限られたものとなっている可能性が指摘できる。 
 本研究が調査対象としたドゥシャンベのタタールのあいだでは、タシュケントやヌル＝スル
タンの事例と同様に、40代以上は一様にロシア語を教育言語とする一方で、30代以下は世代が
若くになるにしたがって国家語であるタジク語を教育言語とする者が増える傾向がみられた。
なお、30代以下の若い世代は教育言語を問わず全員がタジク語での会話が可能と回答している。
40 代以上であってもタジク語での日常会話が可能とした調査協力者は多く、その比率はタシュ
ケントとヌル＝スルタンにおける国家語の事例よりも高い結果となった。タタールは内戦前後
の国外流出が多かった民族のひとつであることから、移住することなく現在もタジキスタンに
居住するタタールは元々ある程度のタジク語の運用能力あったと考えることもできるが、多く
の調査協力者からは、「内戦後にタジク比率が高まった社会のなかで生き抜くにはタジク語を話
す必要があった」と語られた。また、ソ連期にタタール語を聞き話した記憶を語る協力者も少な
くなかったが、内戦で親族の多くが国外に移住したことから親族間の交流が断絶し、タタール語
を選択する機会が失われていったと考えられる。つまり、タジキスタンの場合は、言語政策の転
換以前に、内戦という特殊な出来事により言語選択をめぐる状況は非常に大きな影響を受けた
と結論づけることができよう。また、すでに指摘したように、タジク化を目指した諸政策の普及
が非常に限られたものとなっている背景から、結果的にロシア語の使用が妨げられず、ロシア語
話者からの反発が却って抑えられている可能性もある。 
 ここまでの議論を総括すると、言語政策の転換は各地のタタールの言語選択にいくつかの大
きな変化をもたらしたと言えるだろう。ウズベキスタンのタタールのあいだではウズベク語を
中心とした言語政策によって同化への危機感が生まれ、そしてカザフスタンのタタールのあい
だでは 3 言語話者を求める言語政策によってより多くの言語を習得する動機が生まれ、結果的
にタタール語に関心が向くことにつながった。また、タジキスタンも含むすべての研究対象国で
は、独立以降の国家語を中心とした言語政策への転換により、これまでロシア語話者が多数であ
ったタタールのあいだに国家語で教育を受け、第一言語とする若い世代を増やしている。 
 
7.3. 研究課題③ タタールの⾔語選択：タタール語の選択／不選択の要因と動機 
 本研究が対象とする３カ国に居住するタタールの言語選択の要因と動機については、第 3 章
から第 5 章の第 5 節および第６節で検討した。以下では、調査結果および M-GTA を用いた分
析をふまえながら対象国ごとに総括する。 
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 ウズベキスタン（表１参照）では、社会のさまざまな側面における急速なウズベク語の使用範
囲の拡大が進められているが、伝統的にロシア語話者が多いタタールのなかには、ウズベク語化
が進む社会のなかで疎外感やウズベクへの同化の危機感を抱く者も現れるようになった。「ウズ
ベクではなくタタールである」と民族的な意識を強め、そのことを他者に対しても宣言したいと
いう欲求や動機からタタール語学習への関心が高まりつつある。つまり、【葛藤から生じた民族
回帰】を背景要因にタタール語が選択されている。なお、20 代以下の若年世代の調査協力者の
うち、7割程度はウズベク語での日常会話が可能であると回答しており、ウズベク語との言語的
な類似性からタタール語を含むテュルク諸語への関心が高まりやすくなった可能性も指摘でき
る。ウズベク語の知識を持つ調査協力者のあいだには、同様にテュルク諸語に分類されるトルコ
語の学習率も高くなる傾向が見られた。若年世代のあいだでは中国語や英語など世界的に広く
話される言語の学習も一般的で、多言語話者となることが前提となりつつある。つまり、社会的
に多言語話者が要求される状況も大きな要因と考えられ、【社会的要因から生じた学習動機】も
また、タタール語を選択する背景要因のひとつとなっている。また、40 代を除くすべての世代
の 3 割から 5 割の調査協力者は家庭内でタタール語を使用すると回答した。つまり、一部の家
庭ではタタール語が家族間あるいは親族間の交流の場で選択されてきたと考えられ、それが明
確な意図を持ったものかどうかはさておき、結果的に【家族の紐帯】をもたらす背景要因となっ
ている。 
 一方で、現在のウズベキスタンではウズベク語とロシア語の 2 言語を習得していれば日常生
活や進学、就職に大きな困難があるわけではなく、タタール語はあくまでプラスアルファの存在
に過ぎない。タタール語を知らないことで社会的な不利益を受けることも考えにくく、【タター
ル語の社会的機能の欠如】を要因にタタール語が選択されない事例も見受けられた。 

 
 
 カザフスタン（表２参照）では、2007 年に「3言語一体」政策が打ち出されたが、とくに 30
代以下の若い世代のあいだではカザフ語、ロシア語、英語の 3言語を習得した人物が「理想的な
カザフスタン人」のイメージとして広く共有され、少なくともこれら 3 言語を習得することは
当然のことと考えられ始めている。このような社会的な情勢を背景に、さらに多くの言語を習得
することで自身の優秀性を示したいとするタタールは多く、タタール語は【自身の社会的価値づ
け】を高めることを動機として選択されている。このように、政策的にも多言語話者であること

【カテゴリー】 〈概念〉

葛藤から⽣じた⺠族回帰
ウズベク語化する社会における疎外感
ウズベクへの同化の危機感
タタールであることを宣⾔したい欲求

社会的要因から⽣じた学習動機
ウズベク語との⾔語的類似性から⽣じた興味
多⾔語話者に対する時代の要求
⾔語学習に対する⼼理的障壁の少なさ

家族の紐帯
親族間交流のための⾔語
⺠族アイデンティティの保持と継承
⺠族性の継承のための⾔語

不
選
択
⺠族語の社会的機能の⽋如

タタール語が話せなくても⽣活可能な現状
ロシア語主義的な考え
タタール語を学ぶ機会の⽋如

【表1】タタール語選択・不選択の動機とその要因（ウズベキスタン・タシュケント）

タ
タ
｜
ル
語
を
選
択
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が理想として示されるカザフスタンでは、言語学習に対する心理的な障壁が少なく、若い世代を
中心に複数の言語を習得する者も珍しくない。とりわけ 20代以下の過半数はカザフ語を高いレ
ベルで習得しており、カザフ語との言語的な類似性からタタール語やトルコ語などテュルク諸
語への関心を高める傾向がみられた。つまり、自身の社会的価値づけを高めるという動機の背景
には、【多言語話者に対する社会的要求】も強いと考えられる。なお、カザフスタンのタタール
は世代を問わずタタール語を母語と認識する傾向が強く、家庭内においてもタタール語が選択
される機会が多い。近年では 3言語の知識を持つことが「カザフスタン人」のスタンダードとな
りつつあるが、これに加えてタタール語の知識も持つことが「カザフスタンのタタール」という
自己認識に繋がっている。つまり、タタール語は【民族性を(再)認識させる「母語」】としての役
割を担っており、タタール語を選択することは自身の「タタールらしさ」を強く意識させる背景
要因となっている。 
 このように、近年のカザフスタンでは 3 言語の習得が前提とされ、カザフスタン人というナ
ショナル・アイデンティティの普及も進みつつある。他方で、その影響で民族意識を持つ機会が
なかったり、それ以外の言語を学ぶ余裕がないと感じる者のあいだではタタール語は選択され
にくい。つまり、【政策的背景から失われた民族意識】を背景要因にタタール語が選択されない
事例が少数ではあるが見られた。 

 
 
 タジキスタン（図 3参照）では、1992 年から 1997 年まで内戦を経験しており、経済的な疲
弊が長年続いてきた。多くの収入や機会を求めるタタールのなかには、タタールスタン共和国へ
の進学や就職を目指す事例もみられ、かれらのあいだでタタール語は【タタールスタン共和国へ
の移住と現地社会への適応】を動機に、学習言語として選択されている。 
 内戦は現在にいたるまで多くの影響を残している。ソ連時代に生まれ育った 30代以上の大多
数は親族との交流でタタール語を聞き話した記憶を持っていたが、内戦で親戚のタタールが国
外に移住したことにより、国内のタタール語話者コミュニティの分断が進んでいったと考えら
れる。つまり、【内戦による人口均衡の大幅な変化】を背景要因にタタール語の優先度は下がり、
選択されなくなっていった。非タジクの国外流出が深刻だったことから、内戦後のタジキスタン
では基幹民族であるタジクの人口比率がいっそう高まった。ゆえに、タジキスタンに残ったタタ

【カテゴリー】 〈概念〉

⾃⾝の社会的価値づけ

さらなる理想的なカザフスタン⼈
社会における⾃⾝の価値を⾼めたい欲求
⾃⾝の優秀性を⽰す⼿段のひとつ
⾃⾝の価値づけを⽬的とした⾔語学習

多⾔語話者に対する社会的要求
カザフ語との⾔語的類似性から⽣じた興味
多⾔語学習に対する⼼理的障壁の少なさ
多⾔語話者であることが理想

⺠族性を(再)認識させる「⺟語」
「⺟語」であるという意識とともに継承
⺠族アイデンティティの保持と継承
⾃⾝の⺠族的認識を再確認する⾔語

不
選
択
政策的背景から失われた⺠族意識

⺠族のことばを学ぶ余裕のなさ
⺠族意識を持つ機会を持たない
⺠族のことばに⽬を向ける機会のなさ

タ
タ
｜
ル
語
を
選
択

【表2】タタール語選択・不選択の動機とその要因（カザフスタン・ヌル＝スルタン）
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ールのあいだでは生存戦略としてタジク語の習得が優先され、ゆえに大多数はタジク語とロシ
ア語の 2 言語話者である。現在はこの 2 言語を知っていれば、少なくとも言語に起因する社会
的困難は起こりにくく、親族間交流の場においてもこれらの言語が選択されることが多い。つま
り、【タタール語を選択する機会と理由の欠如】を要因に、やはりタタール語は選択されにくい
状況となっている。また、タタール文化センターは内戦の影響で長らく閉鎖を余儀なくされ、そ
の後も知識と経験を持ったタタール語教師が不足するなど、タタール語を学習する機会が非常
に限られている。【社会的情勢による民族語学習機会の少なさ】もまた、タタール語が選択され
ない要因のひとつである。 

 
 
 3 つの調査地に共通するタタール語の選択／不選択の要因と動機を総括すると、まず①「使用
機会の有無」がタタール語を選択するうえで、重要な要因となっている。事例では、家庭内およ
び親族間交流の際にタタール語を使用する機会がある場合はタタール語が選択されやすく、そ
うでない場合には選択されにくいことが示された。これは家庭内や親族間交流に限られず、たと
えば民族文化センターや民族アンサンブル、民族語学校といったタタール語空間の有無にも言
えることである。つまり、タタール語が使用される空間に身を置く機会の有無はタタール語の選
択／不選択にも大きく関わっており、これは学習機会の有無と言い換えることもできる。また、
②「現在話す言語との言語的類似性の有無」もタタール語を新たに学習するうえでひとつの要
因となりうる。ウズベキスタンとタジキスタンではウズベク語の、カザフスタンではカザフ語の
知識を持つ調査協力者のあいだでは、学びやすさや理解の容易さを理由にタタール語に関心を
持ち、学習に着手する事例が見られた。一方で、タタール語空間に身を置く機会に乏しく、ロシ
ア語やタジク語などテュルク諸語ではない言語の知識のみを持つ場合はタタール語に関心が向
きにくく、母語意識も抱きにくい。加えて、③「タタール語によって得られるメリットの有無」
もまた、タタール語の学習に着手し、継続するうえで重要な要因となっている。タタールスタン
共和国への就職や進学の際に有利になることもあり、これらを検討する際にタタール語が選択
されやすい。なお、ここでの「メリット」は必ずしも就職や進学といったキャリア形成の場面に
限定されず、自身の民族性を意識したり、表示する必要がある場合も含まれる。とくに「タター
ルらしさ」や「タタールであること」を強く表示する際にタタール語が象徴的な意味合いを持つ
ことも多いことから、④「タタール意識の有無」もタタール語を選択するうえで重要な要因と
なり得る。 
 

【カテゴリー】 〈概念〉

社会的情勢によるタタール語学習機会の少なさ
タタール語学校が設置されなかった
ソ連時代の教育観からなる⺠族語を学ぶ機会の喪失
知識と経験をもったタタール語講師の不⾜

内戦による⼈⼝均衡の⼤幅な変化
親族の離散
タタール語話者コミュニティの分断
⽣存戦略としてタジク語の習得が優先された

タタール語を選択する機会と理由の⽋如
⾔語習慣を変える必要のなさ
タタール語で交流する機会のなさ
タタール語を学習する機会のなさ

選
択
タタールスタン共和国への移住と現地社会への適応

タタールスタン共和国の⼤学に⼊学するため
タタールスタン共和国のタタール社会に馴染むため

タ
タ
｜
ル
語
を
不
選
択

【表3】タタール語不選択・選択の動機とその要因（タジキスタン・ドゥシャンベ）
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7.4. 結論から何が⾔えるか 
 本研究は、中央アジア 3 カ国に居住するタタールの⾔語選択の状況について、⾔語政策に注⽬
しながら、個別事例の観点から論じるものであった。その結果として、対象とした 3 カ国の⾔語
政策やタタールの⾔語選択の状況とその背景要因は、それぞれ⼤きく異なることが明確に⽰さ
れた。この地域を事例とする社会⾔語学分野の研究は、伝統的に地域全体を研究対象とする概括
的なものが多くを占めてきたが、本研究が⽰す結論は、概括的な視点だけでなく、個別的な視点
からも論じることの重要性を⽰すものである。今後さらに議論の裾野をタタール・ディアスポラ
全体へと広げるときにも、この視点は⽣きてくるだろう。 
 また、従来型の概括的な研究のなかでは、タタールを含む多くの⺠族のことばがソ連期にその
活⼒を低下させたとされ、同様に中央アジア諸国のタタールも多くがソ連期にタタール語の知
識や運⽤能⼒を損なったと考えられてきた。フルシチョフ期に教育⾔語の⾃由選択化が進んだ
ことでロシア語教育が拡⼤し、やがてマイノリティの⺠族語の知識や能⼒は軽んじられるよう
になっていったことがその背景にある。⼀⽅で、ウズベキスタンおよびカザフスタンにおける調
査では、その運⽤能⼒や知識に個⼈差はあるが、ソ連期に⽣まれ育った調査協⼒者の半数程度は
家庭内でタタール語を使⽤していることを⽰した。そして、タジキスタンでは、内戦で多くのタ
タールが国外に移り住んだものの、現在もタジキスタンに暮らすタタールからはソ連期に親族
とタタール語で交流した記憶が多く語られた。これらの調査結果は、ソ連期にタタール語で教育
を受けたタタールは⼤幅に減少したものの、タタール語は家族あるいは親族間交流の⾔語とし
て選択され続けてきた可能性を⽰すものである。つまり、公的空間ではロシア語教育やその使⽤
が推進されたが、私的空間ではタタール語が継承されてきた、あるいはソ連期に継承されていた
可能性を⽰唆する。私的空間において、⺠族語や⺟語、継承語と位置づけられる⾔語が継承され
ることそれ⾃体は必ずしも珍しい現象ではない。他⽅で、中央アジアにおけるマイノリティの⾔
語という視点に⽴てば、⺠族語をめぐる具体的な状況が⻑らく⾒えてこなかったという問題が
指摘できる。ゆえに、少なくともウズベキスタンとカザフスタンのタタールは私的空間において
タタール語を使⽤し、継承し、⼀部では継承が著しく促進される動きも⾒られるという実態を⽰
したことは、中央アジアという地域の現在を新たな視点から捉え、より深く知るうえでも意味の
ある成果となろう。 
 さらに、本研究は、⾔語を選択するにあたって、使⽤機会の有無が⾮常に重要な要素であるこ
とも⽰した。タタール⽂化センターにおけるタタール語講座がタタール語学習という選択肢そ
のものを創出したように、まず話者コミュニティを整備することは、使⽤機会を⽣み出すにあた
って⼤きな効果をもつ。話者コミュニティがあることで使⽤機会は⽣み出され、使⽤機会が増え
ることで、話者数とともにその⾔語の需要も増えていく。つまり、タタールスタン共和国のディ
アスポラ⽀援策は、タタール語の使⽤機会を⽣み出し、話者コミュニティを整備するという点で
有効であると結論づけられる。 
 ここまでの議論で得られた結論から導き出されるのは、ある⾔語をめぐる状況は⾔語政策を
含む外的な要因によってたやすく左右されるということである。たとえば、ソ連期には教育⾔語
の⾃由選択化が進められたことでロシア語教育が拡⼤し、やがて⺠族語の活⼒は低下していっ
た。本研究で注⽬したタタール語はその頃に第⼀⾔語とする⼈⼝を減らしたと考えられる。タジ
キスタンでは内戦により国内のタタール語話者コミュニティが分断された結果、若い世代のタ
タール語話者は育たなかった。特にマイノリティ⾔語に⾔及された際には、「消滅する」、「危
機⾔語となる」というように、まるで⾔語がひとりでに消えていくかのような語られかたをする
ことは多いが、⾔語はひとりでに活⼒が損なわれるわけでも、消滅するわけでもない。何らかの
要因があってそうなってしまうのだと⾔えよう。他⽅で、ウズベキスタンとカザフスタンでは⾔
語政策の影響により、結果的にタタール語に注⽬するタタールは増えつつある。そして、タター
ルスタン共和国による⽀援を受けた各地のタタール⽂化センターなどが彼らの受け⽫となり、
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タタール語の学習機会の創出に重要な役割を果たしてきた。このように、⾔語は外的な要因によ
って活⼒が損なわれることもあるが、却って活⼒が⾼められることもある。ゆえに、⾔語政策に
よってだれがどのような影響を受けるのか、その背景要因を⾒極めることは、⾔語の保護や学習
の促進という観点からも極めて重要である。 


